
令和８年度 久留米県土整備事務所
建設発生土の受入先募集要項

1 募集の趣旨
久留米県土整備事務所では資源の有効活用やコスト縮減を図る観点から、久留米県土整備事務所発注工事に伴う建設発生土の令和８年度受入先を募集するものです。
尚、福岡県県土整備部承認改良土施設に関しては、令和８年度建設発生土受入先一覧（以下、「受入先一覧」）に受入地として登録します。そのため本募集に申し込みの必要はありません。また、福岡県県土整備部承認改良土施設以外で、令和７年度の受入先一覧に登録されている施設のうち、登録更新を希望される場合は、《６ 登録更新》の手続きをお願いします。

2 募集内容
（1） 応募できる方
令和８年４月～令和９年３月の間に久留米県土整備事務所発注工事に伴う建設発生土の受入を希望し、かつ「（２）受入先の要件」に該当する土地を所有又は借地している個人又は法人。
（2） 受入先の要件
募集する受入先は「土砂の受入そのものを最終目的とする土地」であり、以下の要件を満たすものとします。
· 受入土砂の土質区分は「発生土利用基準について（国官技第112号平成18年8月10日）」の「表-1　土質区分基準」に加え転石混じり土、岩砕殻とする。ただし、細工分「泥土ｃ」を除く。
· 久留米県土整備事務所管内及びその周辺であること。
· 原則、大型ダンプトラック(１０ｔ車)で土砂の搬入ができること。
· 法律、関係条例上、埋立（盛土）等を行うことが可能な土地であること。

3 応募方法
（1） 応募期間
令和８年１月８日(木)から令和８年１月２２日(木)の9時から１６時まで
（2） 応募書類
次の書類を郵送又は持参により久留米県土整備事務所に提出してください。
1 建設発生土「受入申込書」【様式①の１】
2 建設発生土「受入料金」【様式①の２】
3 申請者の本人確認ができるもの（運転免許証の写し等）
※代理申請の場合は上記に加え、委任状及び代理人の本人確認ができるもの
4 受入先及び周辺の写真（現地の状況が把握できるように撮影されたもの）
5 受入先の位置を示した地図（１/50,000程度及び住宅地図程度）
6 受入先への進入経路を示した図面（国道や県道入口付近からのルート図）
7 受入先の位置を示した航空写真
8 受入先の計画図面（平面図、縦断図、横断図、盛土配置図、排水系統図等）
9 受入先の登記事項証明書及び公図の写し（提出日から３か月以内に発行されたもの）
10 借地の場合は土地所有者の同意書及び借地契約書の写し
11 関係法令等の許可証等の写し（許可を受けている場合又は、届出等の手続きが完了している場合）
12 関係法令等の許可内容（勾配、高さ、範囲等）が分かる資料（許可を受けている場合又は、届出等の手続きが完了している場合）
13 その他（審査担当者が提出を求める書類）

（3） 注意事項
· 応募に関して要した費用は応募者の負担となります。
· 提出された応募書類は返却しません。
· 応募書類については個人情報を除き開示または公表することがあります。
· 土量及び受入料金は地山換算土量（土砂が自然の地山時の体積：ｍ３）で記入願います。

4 応募後の流れ
応募頂いた受入先については書類等により運搬距離、土地や周辺の状況、関係法令等に関する審査を行い、問題なければ久留米県土整備事務所の令和８年度の受入先一覧に登録します。ただし、応募時に「関係法令等の許可証等の写し」に代えて「申請書の写し」等を提出していた場合は「許可書等の写し」の提出後に受入先一覧に登録します。
また、審査にあたり必要に応じ現地調査を行います。その場合、立会いを求める事がありますので、あらかじめご了承願います。なお、審査結果については随時、応募者へ通知します。

5 留意事項
1 土砂の搬入（運搬）は久留米県土整備事務所発注工事の請負者が行います。（持込）
2 搬入する土砂は、必要に応じ事前に双方立会のもと確認を行います。
3 土砂の受入れは、土質が対象外である場合のほか特段の事情がある場合を除き、受入拒否は出来ません。
4 受入先の搬入路確保および出入口における安全施設設置、誘導員配置等の交通安全対策は受入者で行ってください。
5 搬入に際しては多数のダンプトラックが走行することになりますので、苦情等が発生しないよう地域住民への対応は受入者で行ってください。また、受入地周辺の路面清掃や散水など、周辺環境への配慮を欠かさず行ってください。
6 土砂の受入れに必要な擁壁設置や搬入後の締固め等は、関係法令等に従い受入者の責任で適切に行って下さい。なお、応募書類記載範囲以外への仮置きを含む埋立て、盛土等は禁止します。
7 搬入後の土砂の管理は受入者で行ってください。また、返却には応じかねます。
8 不正な利益（暴力団等の資金獲得活動等）を得る目的での受入れ土砂の利用は禁止します。
9 久留米県土整備事務所発注工事の建設発生土は、公共工事間での有効利用を優先します。また、その他の場合でも原則として経済的な受入先を優先するため、受入先一覧に登録されても土砂の搬入を約束するものではありません。
10 関係法令等に係る行政指導や行政処分を受けた場合、その改善措置が応募期間末である令和８年１月２２日までに完了していない場合は、選定対象とはしません。
11 受入先一覧に登録後、応募書類の記載内容に変更が生じた場合又は、変更が見込まれる場合は、遅滞なく申し出て、担当職員の指示に従い変更手続きを行ってください。
12 久留米県土整備事務所管内（久留米市内を除く）における「宅地造成及び特定盛土等規制法」（以下、「盛土規制法」）が、令和７年１０月１日より運用が開始されています。これに伴い、福岡県ホームページに掲載している「盛土規制法に関する許可申請等の手引き（令和７年１０月　福岡県建築都市部開発・盛土指導課）」の「盛土又は切土工事における許可・届出 要否確認フロー」（「以下、「要否確認フロー」）に基づき、次の区分に応じて必要書類を準備ください。
1) 許可が必要な場合
福岡県建築都市部 開発・盛土指導課（「以下、「盛土指導課」）発行の「許可書（写し）」を当事務所へ提出してください。
2) 届出が必要な場合
盛土指導課の受付印が押印された「届出書の写し」を当事務所へ提出してください。
既に提出済みで受付印が押印された「届出書の写し」がない場合は、「宅地造成及び特定盛土等規制法の手続きに関する確認書」【様式③】（「以下、「様式③」）を提出してください。
上記の添付資料として「要否確認フロー」を提出してください。その際、フローの要否判断に用いた根拠をお尋ねする場合があります。
3) 許可・届出が不要な場合
「様式③」を提出してください。上記の添付資料として「要否確認フロー」を提出してください。その際、フローの要否判断に用いた根拠をお尋ねする場合があります。
（補足事項）
久留米市内における盛土規制法の運用は、令和８年４月から開始される見込みであり、久留米市が許可および届出の窓口となります。
久留米市内で新たに受入地を申し込まれる方は、下記に関する許可書等の写しを除く必要書類をご準備の上、本募集の申請期間内に当事務所に申込みください。
本募集の審査については、久留米市で盛土規制法の運用が開始されたのち、その適用をもって審査を開始します。久留米市と盛土規制法に関する手続きの結果、以下のいずれか該当する書類を追加提出ください。
・許可書の写し
・届出手続き完了を確認できる書類
・許可届出が不要であることを確認できる書類
13 応募書類に虚偽の記載があった場合、又は応募書類と実際の状況に相違があった場合は、登録を取り消すことがあります。

6 登録更新
（1） 受付期間
令和８年１月８日(木) から 令和８年１月２２日(木)の9時から１６時まで
（2） 提出書類
次の書類を郵送又は持参により久留米県土整備事務所に提出してください。
1 建設発生土「登録更新願い」【様式②】
2 建設発生土「受入料金」【様式①の２】
3 盛土規制法の届出手続きが完了していることを確認できる資料または、届出不要であることを確認できる資料
4 受入先及び周辺の写真（最新の現地の状況が把握できるように撮影されたもの）
（3） 審査　
現在、受入先一覧に登録されている応募書類の記載内容と相違ないか審査します。なお、記載内容に変更がある場合は、別途相談の上、担当職員の指示に従い関連する資料を提出ください。
（4） 留意事項
1 （２）提出書類の③に該当する資料として、次の書類を提出してください。
1) 届出が必要な場合
盛土指導課の受付印が押印された「届出書の写し」を当事務所へ提出してください。
既に提出済みで受付印が押印された「届出書の写し」がない場合は、「様式③」を提出してください。
上記の添付資料として「要否確認フロー」を提出してください。その際、フローの要否判断に用いた根拠をお尋ねする場合があります。
2) 許可・届出が不要な場合
「様式③」を提出してください。
上記の添付資料として「要否確認フロー」を提出してください。その際、フローの要否判断に用いた根拠をお尋ねする場合があります。
（補足事項）
久留米市内における盛土規制法の運用は、令和８年４月から開始される見込みであり、久留米市が許可および届出の窓口となります。久留米市の盛土規制法の運用開始日以降、以下のいずれか該当する書類を追加提出ください。書類が未提出となる場合は、登録を取り消すことがあります。
・届出手続きが完了していることを確認できる書類
・許可、届出が不要であることを確認できる書類

7. 応募書類等の提出先、問い合わせ先
福岡県久留米県土整備事務所　企画班
〒839-0861　福岡県久留米市合川町１６４２番地の１
久留米総合庁舎 本館 ２階
	ＴＥＬ：
	０９４２－３６－６３０４

	ＦＡＸ：
	０９４２－３６－６３０１

	Ｅ-mail：
	kurume-kikakuhan＠pref.fukuoka.lg.jp
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様式①の１
申込日　令和　　年　　月　　日
建設発生土「受入申込書」

福岡県久留米県土整備事務所長　殿


住　　所：
氏　　名：

代表電話：


建設発生土の受入先募集について、下記のとおり申し込みます。

○申込内容　※太線の中を記入ください。
	項目
	記入欄
	チェック欄

	関係法令等の名称
	
	□
	

	
	□：上記以外に関係法令等の該当なし
	
	

	許可等の時期及び許可等の
番号
	年　　　月　　　日
第　　　　　　　号
（許可期限）：　　　　年　　　月　　日まで
	□
	

	許可等の区域の位置（住所）
	
	□
	

	許可等の区域の面積
	平方メートル
	□
	

	土砂埋立行為を行う土地の
面積
	平方メートル
	□
	

	受入可能土量
	立方メートル
	□
	

	受入可能期間
	　年　　月　　日　～　　 年　　月　　日
	□
	

	誓約事項
・本募集要項を十分に理解している
・申込内容等に虚偽は無い
	確約する　　　　確約しない
	□
	


受付印

○連絡先　所属名称：
	担当者氏名：
	
	電話番号：
ＦＡＸ：
E-mail：
	








様式①の２

建設発生土「受入料金」

受入地名称：
受入地住所：
	規格
	建設発生土(地山)
	備考
	受入不可

	
	数量
	単位
	単価（円）
	
	

	第1種建設発生土
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	第2種建設発生土
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	第3種建設発生土
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	第4種建設発生土
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	第3種建設発生土 における草、
木切れ等の混入物有り
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	第4種建設発生土 における草、
木切れ等の混入物有り
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	泥土A
　(河川の浚渫土等)
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	泥土B
 (河川の浚渫土等で草、木切れ等の混入物有り)
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	転石混じり土
	1
	ｍ3
	　
	　
	□

	岩砕殻
	１
	ｍ3
	
	
	□


その他、注意事項
	


※地山換算のm3当たり単価を記入してください。
※受入施設の所在地が複数ある場合は、所在地毎に様式①の２を作成してください。
※受け入れ条件がある場合は、備考欄等に記入をお願いします。

様式②
申込日　令和　　年　　月　　日
建設発生土「登録更新願い」

福岡県久留米県土整備事務所長　殿


住　　所：
氏　　名：

代表電話：


令和７年度建設発生土受入先一覧に登録中の受入先ついて、令和８年度も継続して受入先として申し込みいたします。

○申込内容　※太線の中を記入ください。
	項目
	記入欄
	チェック欄

	関係法令等の名称
	
	□
	

	
	□：上記以外に関係法令等の該当なし
	
	

	許可等の時期及び許可等の
番号
	年　　　月　　　日
第　　　　　　　号
（許可期限）：　　　　年　　　月　　日まで
	□
	

	許可等の区域の位置（住所）
	
	□
	

	許可等の区域の面積
	平方メートル
	□
	

	土砂埋立行為を行う土地の
面積
	平方メートル
	□
	

	受入可能土量（申請日時点）
	立方メートル
	□
	

	受入可能期間
	　年　　月　　日　～　　 年　　月　　日
	□
	

	誓約事項
・本募集要項を十分に理解している
・申込内容等に虚偽は無い
	確約する　　　　確約しない
	□
	


受付印

○連絡先　所属名称：
	担当者氏名：
	
	電話番号：
ＦＡＸ：
E-mail：
	






様式③
令和○年○月○日


宅地造成及び特定盛土等規制法の手続きに関する報告書


福岡県久留米県土整備事務所長　殿


住　　所：
氏　　名：

代表電話：



令和８年度 久留米県土整備事務所 建設発生土受入先の募集に対し、当社が応募した受入先に関する「宅地造成及び特定盛土等規制法」の手続きについて、下記のとおり報告いたします。

記

1. 受入地の所在地
	



□	届出不要
※関係機関に協議済みの場合は、２．関係機関を記入すること。

□	届出済み（届出日：令和　年　　月　　日）
※届出先について、２．関係機関を記入すること。


2. 関係機関
	・関係機関名：
	

	・部署名：
	

	・連絡先（℡）：
	





 様式①の１記入例

申込日　令和○年○月○日

建設発生土「受入申込書」
個人、法人、いずれの場合も押印は不要です。
法人の場合は、氏名欄に「会社名、代表者名」の記入をお願いします。

福岡県久留米県土整備事務所長　殿


住　　所：○○○市○○○－○○○
氏　　名：(株)○○○○○
　　　　　代表取締役　○○　○○
代表電話：○○○○－○○－○○○○


建設発生土の受入先募集について、下記のとおり申し込みます。太線外の「チェック欄」は記入不要です。


○申込内容　※太線の中を記入ください。法令等の名称は、土砂受入の許可等に関するものを記入してください。

	項目
	記入欄
	チェック欄

	関係法令等の名称
	都市計画法、農地法、福岡県土砂埋立て等に
よる災害の発生の防止に関する条例　など
	□
	

	
	□：上記以外に関係法令等の該当なし
	
	

	許可等の時期及び許可等の
番号
	令和○○年○○月○○日
○○県○○第○○○○号
（許可期限）：令和○年○月○日まで
	□
	

	許可等の区域の位置（住所）
	 福岡県○○市大字○○○○○番地
	□
	

	許可等の区域の面積
	○○○○○　　　　平方メートル
	□
	

	土砂埋立行為を行う土地の
面積
	○○○○○　　　　平方メートル
	□
	

	受入可能土量
	○○○○○　　　　立方メートル
	□
	

	受入可能期間
	令和○年○○月○○日 ～受入可能期間は、日付まで未定の場合は、「令和○年○○月」までの記入で結構です。

令和○○年○○月○○日
	□
	

	誓約事項
・本募集要項を十分に理解している
・申込内容等に虚偽は無い
	確約する　　　　確約しない
	□
	


受付印

○連絡先　所属名称： (株)○○○○○　○○○課　○○○係　　
担当者氏名：○○　○○　電話番号：○○○○－○○－○○○○
ＦＡＸ：○○○○－○○－○○○○
E-mail：○○○○○○○@○○○○
個人、法人いずれの場合も日中に連絡が取れるように記入してください。

様式③記入例

令和○年○月○日


宅地造成及び特定盛土等規制法の手続きに関する報告書


福岡県久留米県土整備事務所長　殿


住　　所：○○○市○○○－○○○
氏　　名：(株)○○○○○
　　　　　代表取締役　○○　○○
代表電話：○○○○－○○－○○○○



令和８年度 久留米県土整備事務所 建設発生土受入先の募集に対し、当社が応募した受入先に関する「宅地造成及び特定盛土等規制法」の手続きについて、下記のとおり報告いたします。
[bookmark: _GoBack]
記
1. 受入地の所在地
	福岡県○○市○○町1234-1　地先



□	届出不要
※関係機関に協議済みの場合は、２．関係機関を記入すること。

■	届出済み（届出日：令和7年10月10日）
※届出先について、２．関係機関を記入すること。


2. 関係機関
	・関係機関名：
	福岡県

	・部署名：
	建築都市部　開発・盛土指導課

	・連絡先（℡）：
	092-○○-○○○○





